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浸水時の建築物の機能継続確保
― 建築物における電気設備の浸水対策ガイドライン ―

国土交通省住宅局建築指導課長 深　井　敦　夫

１.ガイドラインの策定に
至った経緯

令和元年東日本台風（台風第 19 号）
による大雨に伴う内水氾濫により、高層
マンションの地下に設置されていた高圧
受変電設備が冠水し、停電が発生したた
め、エレベーター、給水設備等のライフ
ラインが一定期間使用不能となる被害が
発生した。
このような洪水等の発生時においても

建築物の機能継続（居住継続および使用
継続）を確保するためには、洪水等によ
る浸水被害に備え、建築物における電気
設備の浸水対策の充実を図ることが重要
である。
このことから、国土交通省および経済

産業省が設置した学識経験者、関連業界
団体等からなる「建築物における電気設
備の浸水対策のあり方に関する検討会」
（座長：中埜良昭・東京大学教授）にお
ける議論を踏まえ、令和２年６月 19 日
に本ガイドラインを策定した。
これからガイドラインの概要を説明し

ていくが、必要に応じ以下に掲載してい
る本文や参考事例集についても参照され
たい（図－１）。

２.ガイドラインの概要

本ガイドラインは、建築主や所有者・
管理者をはじめ、建築物や電気設備の企
画、設計、施工、管理・運用に携わる主
体が、新築・既存の建築物について、洪
水等の発生時における機能継続に向けて
浸水対策を講じる際の参考となるよう、
電気設備の浸水対策をとりまとめたもの
である。また、一定の浸水対策を講じた
場合でも、想定を超える規模の洪水等が
発生した場合には、電気設備の浸水被害
が発生しうることから、浸水発生時にと
りうる早期復旧対策等についても盛り込
んでいる。

図－１　国交省HP QRコード

表－１　浸水対策の一覧表
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(１)適用範囲
特別高圧受変電設備または高圧受変電

設備の設置が必要となる建築物を対象と
して想定しているが、その他の建築物に
ついても、参考になるものと考えられる。

(２)目標水準の設定
建築主や所有者・管理者は、専門技術

者のサポートを受け、「設定浸水規模」
及び「目標水準」を設定する。
「設定浸水規模」は浸水対策を講じる
際に設定する浸水規模（設定浸水深及び
設定浸水継続時間）であり、以下の事項
を調査し、想定される浸水深や浸水継続
時間等を踏まえつつ、建築物の機能継続
の必要性を勘案して設定する（例：○○
㎝の浸水深）。
・国、地方公共団体が指定・公表する
浸水想定区域

・市町村のハザードマップ（平均して
千年に一度の割合で発生する洪水を
想定）

・地形図等の地形情報（敷地の詳細な
浸水リスク等の把握）

・過去最大降雨、浸水実績等（比較的
高い頻度で発生する洪水等）

次に、設定浸水規模に対し、機能継続
に必要な浸水対策の「目標水準」を設定

する（建築物内における浸水を防止する
部分（例：居住エリア）の選定等）。

(３)浸水リスクを低減するための具
体的な取組（表－１）

設定した目標水準と個々の建築物の状
況を踏まえ、以下の対策を総合的に講じ
ることが重要である。なお、ガイドライ
ン本文には、対策それぞれの概要や特徴・
留意点等をまとめているので、対策を検
討する際にはそちらも参照願いたい。
①浸水リスクの低い場所への電気設備
の設置

設定浸水深を踏まえ、電気設備を上階
に設置する対策である。設置場所を選定
する際は、浸水対策だけでなく地震や火
災等に対する総合的な安全性を考慮する
必要がある。
②建築物内への浸水を防止する対策
建築物の外周等に「水防ライン」（建

築物への浸水を防止することを目標とし
て設定するライン。水防ラインで囲まれ
た部分（水防ライン内）への浸水を防止
することが重要。）を設定し、ライン上
の全ての浸水経路に一体的に以下の対策
を講じることで、建築物内への浸水を防
止するものである。
なお、脱着式の止水板の設置など、洪

水等の発生時における対応が必要となる
対策については、物的・人的資源の活用
方策について、あらかじめ関係者間での
調整を行い、対応方針を共有する等、十
分な準備を講じておく必要がある。
（出入口等における浸水対策）
・マウンドアップ
・止水板、防水扉、土嚢の設置

（からぼりや換気口等の開口部における
浸水対策）
・からぼりの周囲への止水板等の設置
・換気口等の開口部の高い位置への設
置等

（排水・貯留設備における逆流・溢水対
策）
・排水設備を通じた下水道からの逆流
防止措置（例：立上り部やバルブの
設置）

・貯留槽からの浸水防止措置（例：流
入経路にバルブ設置、マンホールの
密閉措置）

③水防ライン内において電気設備への
浸水を防止する対策

水防ライン内で浸水が発生した場合を
想定し、以下の対策を講じることで、電
気設備への浸水を防止するものである。
なお、本対策単独では浸水リスクの低減
効果に一定の限界があると考えられ、上

図－２　浸水対策のタイムライン
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述の①、②の対策と併せて講じることが
効果的と考えられる。
（区画レベルでの対策）
・防水扉の設置等による防水区画の形
成

・配管の貫通部等への止水処理材の充
填

（電気設備側での対策）
・電気設備の設置場所の嵩上げ
・耐水性の高い電気設備の採用

（浸水量の低減に係る対策）
・水防ライン内の雨水等を流入させる
貯留槽の設置

(４)電気設備が浸水した場合の具体
的な取組

①電気設備の早期復旧のための対策
想定以上の洪水等の発生により電気設

備が浸水した場合に備え、建築物の所有
者・管理者、電気設備関係者は、電気設
備の早期復旧のため、以下の取組につい
てあらかじめ検討しておくことが重要で
ある。
（平時の取組）
・所有者・管理者、電気設備関係者の
連絡体制整備

・設備関係図面の整備等
（発災時・発災後の取組）
・排水作業、清掃・点検・復旧方法の
検討

・復旧作業の実施等
②その他の対策
非常用電源を活用する場合には、平時

の適切な維持管理および備蓄が必要であ
る。また、建築物被害の把握、在館者の
安否確認や支援を迅速に行うためには、
あらかじめ役割分担等を協議し、平時か
ら準備を行っておく必要がある。

(５)タイムラインの作成（図－２）
浸水対策の取組に必要な機材・人員・

時間等を踏まえ、時系列で対応内容を記
載したタイムラインを作成し、関係者間
で事前に確認しておくことが望ましい。

３.ガイドライン参考事例集

参考資料集において、浸水対策の事例
等を多く掲載しており、その一部を紹介
する。ここで紹介する事例以外も是非参
照されたい。

(１)浸水リスクの低い場所への電気
設備の設置

○事例：栗原工業本社ビル
平成 31 年３月に竣工した、地上８階

建て、免震構造の中規模オフィスビル。
建物付近は、水害ハザードマップにおい
て河川氾濫の際に最大で地盤面から0.3ｍ
の深さの浸水が予測されており、事業継
続性を向上させるための取組の１つとし
て、以下のような浸水対策が実施されて
いる（図－３，写真－１～４）。
・設定浸水深以上の高さに重要設備を設置
高圧受変電設備、非常用発電設備など

の電気設備は屋上に設置されている。ま
た、１階の受水槽・消火水槽・雑用水槽・

雨水槽に付属するポンプ類や動力盤は、
床面から 2.0 ｍの高さの位置に設置され
ている。
・１階床面の嵩上げ
道路から建物内部に入るまでに約

図－３　建物断面のイメージ

写真－２　屋上の高圧受変電設備

写真－４　建物１階床面の嵩上げ②

写真－３　建物１階床面の嵩上げ①

写真－１　建物外観写真
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0.3 ｍ、さらにエレベータホールに至る
部分に約 0.3 ｍの高低差があり、１階
床面の高さが地盤面よりも約 0.6 ｍ高
く設定されている。

(２)対象建築物内への浸水を防止す
る対策（水防ラインの設定等）

①対象建築物の出入口等における浸水
対策

○解説：水防ラインの設定
水防ラインとは、浸水を防止すること

を目標として設定するライン。対象建築
物（建築物の外周や敷地）等を囲むよう
に水防ラインを設定し、ライン上の全て
の浸水経路において、止水板等を設置す
ることで、ラインで囲まれた部分への浸
水を防止し、電気設備の浸水リスクを効
果的に低減することができる（図－４）。
○事例：大型複合用途施設
商業施設、ホテル、集合住宅（1,000

戸以上）、事務所からなる首都圏の大型
複合用途施設。屋外に設けられた電気設
備の浸水対策として、以下の内容を実施
している（写真－５～８）。
・出入口等に止水板を設置
設定浸水深を GL+600㎜として、車路

等流入経路に止水板を設置。
・電気設備を浸水リスクの低い場所へ設置
浸水深が GL+600㎜を超えた場合の地

下部への浸水に備えて、電気設備（主変
電設備、二次変電設備）をすべて２階以
上に設置。
・屋外の非常用発電設備の周囲に水防ラ
インを設定し、塀を設置
非常用発電設備は地表レベルに設置し

ているため、GL+2,000㎜のレベルまで
コンクリート壁を設置（さらに上部は目
隠し用の ALC パネルを設置）し、非常電
力系の浸水対策を実施。出入口には防水
扉を設置。
オイルタンク類は地中タンクであり、

通気管、ギアポンプ等は塀で囲まれた部
分に設置している。
○事例：博多駅周辺（福岡県福岡市）
JR 博多駅付近の施設は、平成 11 年６

月、平成 15 年７月の２度にわたり御笠
川の氾濫によって冠水し、重大な被害が
生じた。これを踏まえ、地下の入口部分
に止水板を設置しており、水位が 50㎝
～１ｍ程度までは施設内への浸水を防ぐ
ことができる。
また、平成 16 年から毎年、福岡市交

通局と、JR九州博多駅、博多駅に隣接す
るビルやホテル、百貨店等の業者が合同

写真－５　電気設備周囲の塀（外観）

写真－７　塀の内側に設置された非常用発電

設備

写真－８　塀に設けた防水扉

写真－６　非常用発電設備の見下ろし

写真－10　博多駅浸水防止合同訓練の可搬式

ポンプ設置訓練の様子

写真－９　博多駅浸水防止合同訓練の止水板

設置訓練の様子

図－４　水防ラインのイメージ

で浸水防止合同訓練を行っている（写真
－９，10）。
＜訓練の内容＞

・通報連絡訓練、止水板設置訓練、救急
救命訓練、可搬式ポンプの設置訓練



（寄稿文）8

写真－12　カバーを開けた場合写真－11　カバーを閉じた場合

(３)水防ライン内において電気設備
への浸水を防止する対策

〇事例：大阪市消防局庁舎（西消防署
併設）

大阪市消防局では、大阪府防災会議の
第３回南海トラフ巨大地震災害対策検討
部会において公表された津波浸水区域に
所在する消防局庁舎の非常用自家発電設
備に係る津波浸水対策を実施している。
本消防署においては、地下貯蔵タンクの
軽油を１階に設置している燃料移送ポン
プで吸い上げ、８階の自家発電機室へポ
ンプアップを行い、発電機を駆動し発電
するシステムとしており、津波の高さ、
範囲等を考慮し、この燃料移送ポンプを
津波による浸水から守るためポンプを覆
うカバーを設置して、防水化している（写
真－ 11，12）。

(４)電気設備が浸水した場合の具体
的な取組（電気設備の早期復旧
のための対策）

〇解説：浸水時における受変電設備の
復旧方法

・受変電設備（キュービクル等）の交換
による本復旧には、一定の期間が必
要。

・迅速な停電解消の観点から「応急措置
による復旧」を行う場合、図－５のよ
うな対応があり得るが、事前に建築物
の所有者・管理者は、電気設備関係者
（電気主任技術者、電気工事業者、一
般送配電事業者（電力会社等）、電気
機器施工業者）と緊急時に備えた対策
の検討が必要。

４.おわりに

本ガイドラインが広く活用され、洪水
等の発生時における建築物の機能継続に
繋がることを期待する。

図－５　浸水時における受変電設備の復旧方法
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